
株券不発行制度及び電子公告制度の導入に関する要

綱中間試案 

第１編 株券不発行制度 

第１ 商法の改正関係 

 １ 株券の不発行の定め等

 (1) 株券等の不発行の定め

  （ 甲案） 

  会社は，定款で，株券及び新株予約権証券（以下「株券等」という。）

を発行しない旨の定めをすることができるものとする。 

  （ 乙案） 

   a 会社は，定款で，株券等を発行しない旨の定めをすることができるも

のとする。 

   b この試案に基づく改正法の施行後５年以内の政令で定める日（以下，

この項において「基準日」という。）において株券等の保管及び振替に

関する法律（以下「保振法」という。）第２条第２項に規定する保管振

替機関において取り扱われている株券等を発行している会社（以下「公

開会社」という。）は，その日において，株券を発行しない旨の定款の

変更の決議をしたものとみなすものとする。 

     (注) 乙案を採る場合には，公開会社は，基準日において一斉に第２の振替制度に移

行することになるが，その場合には次のような経過措置を設けるものとする。 

        (i)保振法の実質株主及び略式質権者について 

  保振法の預託株券の株式については原則として第２の３の新規記載手続

を行わず，第２の振替制度の振替機関又は口座管理機関が，保振法の保管振

替機関又は参加者として作成した参加者口座簿又は顧客口座簿の内容を，振

替口座簿に転記しなければならないものとする。この場合において，参加者

が顧客口座簿に自己名義の質権口座を開設している場合には，振替機関に当

該質権口座の内容を通知し，振替機関は当該参加者兼口座管理機関の口座の

質権欄にその内容を転記するものとする。 

        (ii) 保振法の保管振替機関に預託されていない株券に係る株主及び質権者に

ついて 

  公開会社は，基準日において株券を発行しない旨の定款の変更の決議をし

たものとみなされる旨，保管振替機関に預託されていない株式については特



別口座管理機関の口座に記載される旨等を基準日の１か月以上前に公告し，

かつ，株主（保管振替機関を除く。）及び株主名簿に記載のある質権者に各

別に通知しなければならないものとする。 

    (注１) 新株引受権証書・新株予約権付社債の不発行制度については，第３の１の(2)

参照。 

    (注２) 株券不発行制度について，次のような考え方を採るかどうかについても，なお

検討する。 

       (i) すべての会社について，株券不発行を原則とし，定款に株券を発行する旨

の定めをした場合に限り，株券を発行することができるものとする。 

       (ii) この試案に基づく改正法の施行日において，株券を発行している会社につ

いては，株券を発行する旨の定款の変更の決議をしたものとみなすものとす

る。 

       (iii) 公開会社は，施行後５年以内の政令で定める日において，当該定款の定

めを廃止する旨の定款の変更の決議をしたものとみなすものとする。 

 (2) 株券の回収の要否等 

 （Ｉ案）

   a 株券を発行しない旨の定めをするために定款の変更の決議をした場

合においては，会社は，株券を発行しない旨の定款の定めをした旨並び

に一定の日までに株券を会社に提出すべき旨及びその一定の日におい

て株券は無効となる旨をその一定の日の１か月以上前に公告し，かつ，

株主及び株主名簿に記載（記録を含む。以下同じ。）のある質権者（以

下「登録質権者」という。）に各別に通知しなければならないものとす

る。 

   b 株券を発行しない旨の定款の定めの設定は，a の一定の日において効

力を生ずるものとする。 

   c 第２１６条の規定は，a の場合に準用するものとする。この場合にお

いて，同条第１項中「新株券ヲ交付スルコト」とあるのは，「其ノ旧株

券ヲ提出スルコト能ハザル者ノ氏名及住所ヲ株主名簿ニ記載スルコト」

と読み替えるものとする。 

   d 株主は，株券の提出後又は c で準用する第２１６条第１項の期間経

過後でなければ，２の(3)の名義書換の請求をすることができないもの

とする。 

   e 保振法の保管振替機関が預託を受けた株券については，会社に株券を

提出することを要しないものとする。この場合においては，d は適用し

ないものとする。 

   f 株券を発行しない旨の定款の定めが効力を生じた後は，保振法第２８



条第１項の規定は，適用しないものとする。 

   g 株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１条の２第２

項の小会社であって公開会社でないものは， a の公告をすることを要

しないものとする。 

 （II 案）

   a 株券を発行しない旨の定めをするために定款の変更の決議をした場

合においては，会社は株券を発行しない旨の定款の定めをした旨及び一

定の日において株券は無効となる旨をその一定の日の２週間以上前に

公告し，かつ，株主及び登録質権者に各別に通知しなければならないも

のとする。 

   b Ｉ案の b,f 及び gに同じ。 

   (注) Ｉ案・II 案のいずれの案を採るとしても，乙案を採る場合には，基準日における

公開会社の株券不発行制度への一斉移行については株券回収を行わないものとし，乙

案の（注）記載の手続を執るものとする。 

 (3) 既発行の新株予約権証券の取扱い 

  新株予約権証券を発行しない旨の定款の定めの効力は，既発行の新株予

約権証券には及ばないものとする。 

 ２ 株式等の譲渡方法及び名義書換

 (1) 株券を発行しない旨の定款の定めをした会社（以下「株券不発行会社」

という。）の株式を譲渡する場合には，株券を交付することを要しないも

のとする。 

 (2) 株券不発行会社（第２の１(1)の振替制度利用会社を除く。以下２にお

いて同じ。）の株式の移転は，取得者の氏名及び住所を株主名簿に記載し

なければ，会社のほか，その他の第三者にも対抗することができないもの

とする。 

 (3) 株券不発行会社の株式についての株主名簿の名義書換は，次のいずれか

の場合でなければ，することができないものとする。 

   ア 株主名簿に株主として記載された者（以下「名義株主」という。）

と取得者が共同して請求したとき。 

   イ 取得者が，名義株主からの当該株式の取得を証する判決，判決と同

一の効力を有するもの又は公正証書を添付して請求したとき。 

   ウ 当該株式の取得原因が相続である場合において，取得者が，相続を

証する市町村長若しくは区長の書面又はこれを証するに足るべき書面

を添付して請求したとき。 

   エ 当該株式の取得原因が合併である場合において，取得者が，当該事

実を証する登記簿の謄本又は抄本を添付して請求したとき。 



   オ 第２０４条ノ３第１項の規定による請求をした者が，第２０４条ノ

２第１項の株主に代金を支払った事実を証する書面を添付して請求し

たとき。 

   カ 会社が株式交換又は株式移転により完全子会社となったとき。 

   キ 会社が株式交換により完全親会社になった場合，会社分割により営

業を承継した場合又は合併後存続する会社になった場合において，当

該株式交換，会社分割又は合併により，当該会社の株主となった者に，

新株の発行に代えて，自己の株式を移転したとき。 

   (注) 有限会社にも，(3)と同様の規定を設けるものとする。

 (4) 株券不発行会社の株主は，会社に対し，当該株主についての株主名簿に

記載された事項を証明した書面の交付を請求することができるものとす

る。 

 (5) (1),(2),(3)のアからエまで及び(4)は，新株予約権及び新株予約権原簿

について準用するものとする。 

 (6) 第２８０条ノ３１第２項第２号を「二 新株予約権証券ヲ発行セザル旨

ノ定款ノ定アルトキ」に改めるものとする。 

 (7) 第２８０条ノ２０第２項第９号，同条第３項中「第九号」，第２８０条

ノ３０第１項中「第二百八十条ノ二十第二項第九号ニ掲グル事項ノ定アル

トキハ其ノ定ニ従ヒ、其ノ定ナキトキハ」及び第２８０条ノ３１第４項を

削除するものとする。 

 ３ 株券等の不発行の定めに伴う所要の手当等

 (1) 株主名簿の閉鎖期間の廃止 

  第２２４条ノ３第１項中「一定期間株主名簿ノ記載又ハ記録ノ変更ヲ為

サズ又ハ」を削除するものとする。 

 (2) 各種公告制度の適用除外等

   ア 株券提供のための公告及び通知

    a 株券不発行会社は，株式併合の際の株券提供のための公告及び通知

（第２１５条第１項）をすることを要しないものとする。 

    b 株券不発行会社は，株式の併合をしようとするときは，その旨及び

会社の定める一定の日においてその効力が生ずる旨をその日の２週

間以上前に公告しなければならないものとする。 

    c 株券不発行会社は，新株引受権及び新株予約権で未行使のものがな

いときは，名義株主及び登録質権者への通知をもって，bの公告に代

えることができるものとする。 

    d 強制消却の際の公告（第２１３条第２項），強制転換条項付株式の

転換の際の公告（第２２２条ノ９第２項），新株発行無効・株式交換



無効の判決が確定した際の公告（第２８０ノ１７第２項，第３６３条

第５項），株式譲渡制限をする旨の定款変更等の際の公告（第３５０

条第１項，第３６２条第２項，第３７４条ノ３１第２項，第４１６条

第４項），完全子会社となる場合の公告（第３５９条第１項，第３６

８条第１項）及び合併の際の株券の回収公告（第４１３条ノ４第１項）

についても，a から c までと同様の規定を整備するものとする。 

   イ 株式に関する株券提供公告以外の公告

    a 株券不発行会社は，新株引受権及び新株予約権で未行使のものがな

いときは，名義株主及び登録質権者への通知をもって株式分割の際の

公告（第２１９条第１項）に代えることができるものとする。 

    b 一単元の株式の数の減少等の公告（第２２１条第６項），基準日の

公告（第２２４条ノ３第４項），新株引受権を有する株主に対する新

株の割当の際の公告（第２８０条ノ４第３項）及び会社分割の株券提

出不要時の公告（第３７４条ノ７第１項，第３７４条ノ３１第３項）

についても，a と同様の規定を整備するものとする。 

 (3) その他 

  その他株券等の不発行制度の導入に伴い，所要の規定を整備するものと

する。 

第２ 株式の振替制度関係

 １ 権利の帰属等 

  (1) 権利の帰属 

  株券不発行会社のうち振替制度を利用する会社（以下「振替制度利用

会社」という。）の株式（以下「振替株式」という。）の帰属は，振替

口座簿の記載により定まるものとする。 

  (2) 振替株式の譲渡 

  振替株式の譲渡は，譲渡人の振替の申請により，譲受人がその口座に

当該譲渡に係る数の増加の記載を受けなければ，その効力を生じないも

のとする。  

 ２ 振替口座簿の記載事項 

  振替機関又は口座管理機関（以下「振替機関等」という。）が作成する

振替口座簿中の各口座には，次に掲げる事項を記載するものとする。 

  (1) 振替機関等が口座を開設した者（以下「加入者」という。）の氏名又

は名称及び住所 

  (2) 振替制度利用会社の商号及び振替株式の種類（以下「銘柄」という。）

  (3) 銘柄ごとの数（(4)に掲げるものを除く。） 

  (4) 加入者が振替株式の質権者又は振替株式を担保の目的で譲り受けた



者（以下「譲渡担保権者」という。）であるときは，その旨並びに当該

振替株式の株主又は譲渡人（以下「担保設定者」という。）及び銘柄ご

との数 

  (5) 加入者が信託の受託者であるときは，その旨並びに(3)及び(4)の数の

うち信託財産であるものの数 

  (6) (3)から(5)までの数の増加又は減少の記載がされた場合において，増

加又は減少の別，その数及び当該記載がされた日 

  (7) その他政令で定める事項 

  (注１) 振替機関等が下位口座管理機関の口座を開設した場合には，当該下位口座管理機関

の口座については，当該下位口座管理機関自身が保有する株式を記載する自己口座と，

当該下位口座管理機関の加入者が保有する株式の合計数を記載する顧客口座に区分す

るものとする。 

  (注２) 振替機関は，消却義務を履行するために，振替機関自身が保有する株式を記載する

機関口座を開設するものとする。 

 ３ 新規記載手続等

  (1) 会社が設立の時から株券不発行会社となる場合には，当該会社の株式

について振替制度を利用することは，発起人全員の同意により定めるも

のとする。この場合においては，発起人は商法第１６９条の書面に，株

式申込人は株式申込証の用紙に，株式の振替を行うための口座を記載し

なければならないものとする。 

 (注) 振替制度利用会社が新株発行をする場合にも，株式申込人は，株式申込証の用

紙（商法第２８０条ノ６）に株式の振替を行うための口座を記載しなければならな

いものとする。  
  (2) 株券不発行会社が，設立の後に，振替制度を利用することを定めたと

きは，株式の譲渡に振替制度を利用する旨及び一定の日までに株式の振

替を行うための口座（名義株主が信託の受託者であるときは，当該口座

及び２の(5)の事項）を会社に通知すべき旨を，その一定の日の１か月

以上前に，名義株主及び登録質権者に各別に通知しなければならないも

のとする。 

  (3) 発起人又は株券不発行会社が振替制度を利用することを定めたとき

は，株券不発行会社は，設立後又は(2)の一定の日後，遅滞なく，振替

機関に対し，次に掲げる事項の通知をしなければならないものとする。

   ア 振替株式の銘柄 

   イ 当該振替株式を有する株主又は当該振替株式についての質権者であ

る加入者の氏名又は名称 

   ウ イの加入者の口座 



   エ 加入者ごとの２の(3)から(5)までの事項 

   オ 振替制度の利用を開始する日 

   カ 当該振替株式の発行数 

  (4) 振替制度利用会社は，(3)の通知をする日までに，振替制度利用会社

に対して口座を通知しなかった株主又は登録質権者のための口座を開

設する口座管理機関（以下「特別口座管理機関」という。）を定めて，

当該株主又は登録質権者のために，口座の開設の申出をしなければなら

ないものとする。 

  (5) (4)の株主又は登録質権者については，これらの者を(3)のイの加入者

とし，(4)の口座を(3)のウの口座とするものとする。 

  (6) (3)の通知があった場合には，当該通知を受けた振替機関は，直ちに

当該通知に係る振替株式の銘柄について，通知事項を振替口座簿に記載

し，かつ，直近下位機関にその通知事項を通知しなければならないもの

とする。 

  (7) (6)は，(6)により通知があった場合における当該通知を受けた口座管

理機関について準用するものとする。 

  (8) 特別口座管理機関に開設された口座に記載された振替株式について

は，当該口座についての加入者及びその相続人その他の包括承継人以外

の口座への振替の申請をすることができないものとする。 

  (9) 振替制度利用会社は，振替制度の利用を止めることができないものと

する。 

 ４ 加入者の権利推定 

  加入者は，その口座に記載された振替株式についての権利を適法に有す

るものと推定するものとする。 

 ５ 善意取得 

  振替の申請によりその口座において特定の銘柄の振替株式についての増

加の記載を受けた加入者は，当該銘柄の振替株式についての当該増加の記

載に係る権利を取得するものとする。ただし，当該加入者に悪意又は重大

な過失があるときは，この限りでないものとする。 

 ６ 振替機関等の消却義務 

  ５による振替株式の善意取得によりすべての株主の有する振替株式の総

数が当該銘柄の振替株式の発行数を超えることとなる場合において，(1)の

数が(2)のア又はイの数を超えるときは，振替機関等は，当該超過数に達す

るまで，当該銘柄の振替株式を取得した上，振替制度利用会社に対し，当

該振替株式を消却する旨の意思表示をしなければならないものとする。 

  (1) 当該振替機関等の備える振替口座簿におけるその加入者の口座に記



載された当該銘柄の振替株式の合計数 

  (2)ア 当該振替機関等が振替機関である場合 当該銘柄の振替株式の発

行数 

イ 当該振替機関等が口座管理機関である場合 当該口座管理機関の

口座が開設されている振替機関等（以下「直近上位機関」という。）

の備える振替口座簿における当該口座管理機関の口座の顧客口座に

記載された当該銘柄の振替株式の数  
   (注１) 社債等の振替に関する法律（以下「社振法」という。）第７８条第２項に相当す

る規定をも設けるものとする。 

   (注２) 振替機関等の消却義務について６の考え方を採る前提として，現在の社振法と同

様に，加入者保護信託を整備する必要がある。 

 ７ 振替機関等の消却義務の不履行の場合における取扱い

  (1) 消却義務を負う振替機関等が当該義務の全部を履行するまでの間は，

当該振替機関等又はその下位機関の加入者は，当該加入者の口座に記載

された当該銘柄の振替株式のうちアの数がイの数に占める割合を６の

超過数（消却義務の一部が履行されたときは，当該履行に係る数を控除

した数）に乗じた数に関する部分については，振替制度利用会社に対し

て対抗することができないものとする。 

   ア 当該加入者の有する当該銘柄の振替株式の数 

   イ 当該振替機関等又はその下位機関の加入者の有する当該銘柄の振替

株式の総数 

    (注) 当該振替機関等の下位機関も消却義務を負うときは，ア及びイの数に所要の調整

を行うものとする。 

  (2) 消却義務を負う振替機関等は，自己又はその下位機関の加入者に対し

て，当該義務の不履行によって生じた損害の賠償をする義務を負うもの

とする。 

 ８ 消却義務の不履行の場合における株主の議決権等

  (1) 加入者が振替制度利用会社に対抗することができる株式数について，

７により一株に満たない端数が生じたとき又は一単元の株式の数に満

たない株式が生じたときは，商法第２４１条第１項の規定にかかわら

ず，当該端数又は当該株式については，当該端数又は当該株式の数を一

単元の株式数で除した数（その数に１００分の１に満たない数があると

きは，これを切り捨てた数）の議決権を有するものとする。 

  (2) ９の(1)のアの通知の後２週間以内に振替機関等が，消却義務を履行

した場合には，６の超過数は，初めから生じなかったものとみなすもの

とする。この場合においては，消却義務を履行した振替機関等は，その



旨を速やかに発行者に対して通知しなければならないものとする。 

  (3) 振替機関等が消却義務を履行した場合には，単独株主権・少数株主権

の継続保有要件については，６の超過数は，初めから生じなかったもの

とみなすものとする。 

  (注) 消却義務を負う振替機関等が振替株式を市場から取得することが困難な場合等に，振

替制度利用会社が当該振替機関等に対して簡易な手続で自己株式を譲渡することができ

るものとすることについて，なお検討する。 

 ９ 一斉株主通知

  (1) 振替機関は，次のアからエまでのいずれかに該当するときは，振替制

度利用会社に対し，当該アからエまでに定める日における当該振替制度

利用会社の株主（譲渡担保権者を除き，担保設定者を含む。）並びに質

権者について，氏名又は名称，住所，当該株主若しくは質権者の口座を

開設した振替機関等の名称並びに２の(2)から(4)までの事項（(4)の事

項については，加入者が担保の目的で譲り受けた旨を除く。以下「通知

事項」という。）又は通知事項の変更を速やかに通知しなければならな

いものとする。ただし，質権者が，あらかじめ，その直近上位機関に対

する申出により，振替機関に対して，質権者の氏名又は名称及び住所を

通知しないことを求めていた場合には，当該事項については，この限り

でないものとする。  

   ア 振替制度利用会社が商法第２２４条ノ３第１項の規定により基準日

を定めたとき。 その基準日 

   イ 株式併合，株式分割，株式交換又は株式移転が行われたとき。 そ

の効力が生じる日。 

   ウ 会社が，合併，会社分割又は新株引受権を有する株主に対する新株

の割当をする場合において，株式の割当を受ける権利を有する株主を

確定するための基準日を定めたとき。 その基準日 

   エ 営業年度を１年とする振替制度利用会社について，営業年度ごとに，

当該営業年度の開始の日から起算して６か月を経過したとき（当該振

替制度利用会社が商法第２９３条ノ５第１項の規定により定款をもっ

て営業年度中の一定の日を定めている場合にあっては，営業年度ごと

に，その日が到来したとき（アに該当するときを除く。）。）。 当

該営業年度の開始の日から起算して６か月を経過した日（当該振替制

度利用会社が同項の規定により定款をもって営業年度中の一定の日を

定めている場合にあっては，営業年度ごとのその日） 

  (2) 振替機関等が消却義務を履行していない場合には，振替機関は，消却

義務を履行していない振替機関等又はその下位機関の加入者の口座に



ついては，(1)の通知のほか，７により振替制度利用会社に対抗するこ

とができないものとされた部分（消却義務を負う振替機関等が当該銘柄

の振替株式を有するときは，当該振替株式について消却義務を履行した

ものとみなした上で７により振替制度利用会社に対抗することができ

ないものとされた部分）の数をも通知しなければならないものとする。

  (3) (2)の場合には，振替機関は，消却義務を負う振替機関等の機関口座

又は自己口座に記載された振替株式については，６の超過数を控除し

て，(1)の通知をしなければならないものとする。 

  (4) 口座管理機関は，その直近上位機関から，当該口座管理機関の顧客口

座に記録された株式につき，(1)の通知又は当該直近上位機関の報告の

ために必要な事項の報告を求められたときは，速やかに，自己又は下位

機関の加入者について，当該事項を報告しなければならないものとす

る。 

  (5) (2)及び(3)は，(4)の口座管理機関の報告について準用するものとす

る。 

  (6) 振替制度利用会社は，正当な理由がある場合には，振替機関に対して，

費用を支払って，(1)の通知をすることを請求することができるものと

する。 

 １０ 株主名簿 

  振替制度利用会社は，９の(1)の通知を受けたときは，株主名簿に，当該

通知に従って，商法第２２３条第１項各号に掲げる事項及び質権者の氏名

又は名称及び住所を記載しなければならないものとする。 

 １１ 単独株主権・少数株主権の行使方法等

 （Ａ案 振替口座簿基準案）

  (1) 加入者の申出による個別株主通知

   ア 株主（譲渡担保権者を除き，担保設定者を含む。）は，その直近上

位機関に対する申出により，振替機関に対して，当該直近上位機関が

備える振替口座簿の当該株主の口座に記載されている事項のうち２の

(1)から(3)まで及び(6)の事項（株主が担保設定者である場合には，譲

渡担保権者の口座に記載されている事項のうち２の(2)，(4)（担保設

定者及び銘柄ごとの数に限る。）及び(6)の事項）（以下「個別株主通

知事項」という。）を振替制度利用会社に通知することを請求するこ

とができるものとする。この場合においては，９の(2)から(5)までを

準用するものとする。 

   イ 振替制度利用会社は，アの直近上位機関に対する申出により，振替

機関に対して，アの通知に係る振替株式が振り替えられた旨及び当該



振替後の個別株主通知事項を振替制度利用会社に通知することを請求

することができるものとする。この場合においては，９の(2)から(5)

までを準用するものとする。 

   ウ アの通知がされた場合には，当該通知に記載された振替株式（アの

通知後に，イの通知又は一斉株主通知がされた場合には，直近の通知

に記載された振替株式）については，株主は，商法第２０６条第１項

の規定にかかわらず，単独株主権・少数株主権を行使することができ

るものとする。 

   エ 株主は，株主名簿に氏名及び住所の記載がある場合であっても，ア

の通知がされた後でなければ，単独株主権・少数株主権を行使するこ

とができないものとする。 

  (2) 単独株主権・少数株主権の継続保有期間 

  単独株主権・少数株主権の継続保有期間は，(1)のアの通知に記載さ

れた当該株主の口座に当該振替株式について増加の記載がされた日（２

の(6)参照）から起算するものとする。 

  (3) 振替制度利用会社の振替口座簿閲覧権等 

  振替制度利用会社は，振替機関等に対して，費用を支払って，当該振

替機関等の備える振替口座簿の記載のうち，当該振替制度利用会社が発

行した振替株式に関して記載されている事項の閲覧又はその事項を証

明した書面の交付を請求することができるものとする。ただし，質権者

又は譲渡担保権者が，あらかじめ，当該振替機関等に対して，当該質権

者又は譲渡担保権者の氏名又は名称及び住所の閲覧をさせないこと又

はその事項を証明した書面の交付をしないことを求めていた場合には，

当該事項については，この限りでないものとする。 

 （Ｂ案 株主名簿基準案）

  (1) 加入者の申出による個別株主通知

   ア Ａ案の(1)のアに同じ。 

   イ アの通知がされた場合には，当該通知に記載された振替株式（アの

通知後に一斉株主通知がされた場合には，直近の通知に記載された振

替株式）については，株主は，商法第２０６条第１項の規定にかかわ

らず，単独株主権・少数株主権を行使することができるものとする。

  (2) 単独株主権・少数株主権の継続保有期間 

  単独株主権・少数株主権の継続保有期間は，(1)のアの通知が到達し

た日又は当該株主が株主名簿に記載された日のいずれか早い日から起

算するものとする。 

  (3) 振替制度利用会社の振替口座簿閲覧権等 



  振替制度利用会社は振替口座簿の閲覧及び振替口座簿の記載事項を

証明した書面の交付を請求することができないものとする。 

 １２ その他 

  その他株式の振替制度の創設について，所要の規定を整備するものとする。

第３ 新株引受権，新株予約権及び新株予約権付社債の振替制度

 １ 商法の不発行制度との関係等 

  (1) 新株予約権 

  第１の１の(1)により新株予約権証券を発行しない旨の定款の定めを

した会社は，新株予約権の発行決議において，当該新株予約権について

振替制度を利用するかどうかを定めなければならないものとする。 

  (2) 新株引受権・新株予約権付社債 

  新株発行又は新株予約権付社債の発行の決議においては，新株引受権

又は新株予約権付社債について振替制度を利用することを定めること

ができるものとするとともに，この定めをした場合には，新株引受権証

書又は債券を発行することができないものとする。 

    (注) この試案に基づく改正法の施行日において発行済の新株予約権付社債について

は，社振法附則第１０条（振替社債の特例）と同様の経過措置を設け，社債権者の

申出によりペーパレス化して振替制度を利用する新株予約権付社債とみなすこと

ができる旨の制度を整備するものとする。 

 ２ 権利の帰属等

  (1) 第２の１から７まで（３(1),(2),(4),(5)及び(8)を除く。）は，振替

制度を利用する新株引受権，新株予約権及び新株予約権付社債（以下「振

替新株引受権等」という。）に準用するものとする。この場合において，

第２の３(3)中「設立後又は(2)の一定の日後」とあるのは，新株引受権

については「発行日後」，新株予約権については「払込期日（無償で新

株予約権を発行する場合には，その発行日）後」と読み替えるものとす

る。 

  (2) 振替制度を利用する新株予約権又は新株予約権付社債の申込人は，新

株予約権申込証の用紙又は新株予約権付社債申込証の用紙に，振替を行

うための口座を記載しなければならないものとする。 

 ３ 新株引受権，新株予約権の行使方法

  (1) 振替新株引受権等を有する加入者は，その直近上位機関に対して，振

替新株引受権等について，振替制度利用会社の口座への振替の申請をす

るとともに，当該直近上位機関への申出により，振替機関に対して，新

株引受権又は新株予約権を行使する旨を振替制度利用会社に通知する

ことを請求することができるものとする。 



  (2) 新株引受権又は新株予約権の行使により株式が発行された場合には，

振替制度利用会社は，当該株式（新株予約権が行使されたときに消滅し

ない社債があった場合は，当該株式及び当該社債）について，新株引受

権又は新株予約権を行使した者の口座への新規記載手続を行うものと

する。 

 ４ その他 

  その他新株引受権，新株予約権及び新株予約権付社債の振替制度の創設

について，所要の規定を整備するものとする。 

 

第２編 電子公告制度 

（前注） この試案は，官報について，現在の紙による発行に加え，紙と同一

内容が，同時に，印刷局の官報ホームページ上に，公的な真正性の保

障を施したものとして掲載され（当該掲載されたものを以下「電子官

報」という。），かつ，法令上の「官報」が，紙のものと電子官報の

双方を意味することになることを前提とするものである。したがって，

以下において，「官報」概念は，電子官報を含むものとして使用する。

第１ 株式会社についての電子公告制度の導入

 １ 株式会社（以下，第１から第３までにおいて，「会社」という。）の公

告は，官報・日刊新聞紙に掲げる方法によるほか，電磁的方法（インター

ネットに接続された自動公衆送信装置を使用することにより，不特定多数

の者が公告に係る情報の提供を受けることができる方法のうち，官報以外

のものをいう。以下同じ。）により行うこともできるものとする。 

 ２ 電磁的方法による公告（以下「電子公告」という。）は，当該公告内容

を次に掲げる期間，当該電子公告のためのインターネットホームページ（以

下「公告ホームページ」という。）に掲載することにより行うものとする。

  (1) 公告中に記載された期間内に債権者や株主等が異議申立てや株券提

出等の行為をすることができることとされている公告については，当該

期間。 

  (2) 貸借対照表（商法特例法上の大会社にあっては，貸借対照表及び損益

計算書。以下「貸借対照表等」という。）については，５年間。 

  (3) (1)及び(2)に掲げる公告以外の公告については，１か月間。 

 ３ ２にかかわらず，当該公告の内容が公告ホームページに掲載されなかっ

た時間が合計で２４時間に満たない場合において，会社が，当該公告内容

が掲載されなかったことを知った後速やかにその旨を公告したときは，当



該掲載されなかった事実は，公告の効力に影響を及ぼさないものとする。

ただし，当該公告内容が掲載されなかったことについて，会社に故意又は

重過失があるときは，この限りでないものとする。 

 ４ 電子公告を公告の方法とする会社は，定款で，その旨を定めなければな

らないものとする。 

 ５ 電子公告を公告の方法とする会社は，公告ホームページのアドレスを登

記しなければならないものとする。 

 ６ 電子公告を行おうとする会社は，当該公告の開始前に，証明機関に対し，

当該公告の内容が当該公告の期間中，公告ホームページに掲載されている

ことに関する証明を申請しなければならないものとする。 

  (注) 具体的にいかなる者を証明機関とするかについては，証明機関が発行する証明書が，

登記申請の添付資料になるほか，電子公告が適法に行われたかどうかに関する極めて重

要な証拠となるものであることから，証明機関が正当な理由なく調査申請の受理を拒否

したり，調査結果について不正な証明を行ったりすることがないこと等，証明機関の公

正さが法的に担保されることが必要であることに配慮しつつ，なお検討する。 

 ７ ６の申請を受けた証明機関は，当該公告の期間中，当該公告の内容が公

告ホームページに掲載されているかどうかを調査し，その結果を証明しな

ければならないものとする。 

  (注) 調査の頻度については，なお検討する。

 ８ 証明機関が，７による調査を行ったすべての日時において，当該公告の

内容が公告ホームページに掲載されていた旨の証明をした場合には，当該

公告の内容が当該公告の期間中，継続的に掲載されていたものと推定する

ものとする。 

 (注) 電子公告については，官報・日刊新聞紙による公告とは異なり，各会社の公告ホームペ

ージに個別にアクセスしなければ公告の存否・内容を確認することができないことから，

この問題点を解消するため，法務省等において公告リンク集ホームページを開設する方向

で，なお検討する。 

第２ 貸借対照表等の公開の方法の見直し

 １ 電子公告を公告の方法とする会社が貸借対照表等の公告をする場合に

は，第１の６にかかわらず，証明機関に対する証明の申請をすることを要

しないものとする。 

 ２ 電子公告を公告の方法とする会社による貸借対照表等の公告について

は，要旨の公告をすることはできない（貸借対照表等の全文を公告しなけ

ればならない。）ものとする。 

 ３ 電子公告を公告の方法としない会社（官報・日刊新聞紙を公告の方法と

する会社）は，現行法におけるのと同様に，貸借対照表等の公開を，電磁



的公示の方法によって行うことができるものとする。 

 (注) 電子公告を公告の方法とする会社についても，貸借対照表等の公開を電磁的公示の方法

によって行うことを認めることに必要性と合理性があるかどうかについて，なお検討す

る。 

第３ 株式会社の各種債権者保護手続における個別催告の省略等

（Ｉ案）

 １ 合併，会社分割（吸収分割における承継会社がする債権者保護手続の場

合に限る。）及び資本減少・準備金減少における債権者保護手続について

は，官報公告のみを行えば足りる（個別催告は廃止する。）ものとする。

 ２ 会社分割における分割会社がする債権者保護手続については，官報公告

に加えて，日刊新聞紙による公告又は電子公告をも行った場合には，個別

催告をすることを要しないものとする。 

（II 案） 

  合併，資本減少・準備金減少及び会社分割における債権者保護手続につい

て，その種類を問わず，官報公告に加えて，日刊新聞紙による公告又は電子

公告をも行った場合には，個別催告をすることを要しないものとする。 

（III 案）

 １ 合併，会社分割（吸収分割における承継会社がする債権者保護手続の場

合に限る。）及び資本減少・準備金減少における債権者保護手続について

は，官報公告に加えて，日刊新聞紙による公告又は電子公告をも行った場

合には，個別催告をすることを要しないものとする。 

 ２ 会社分割における分割会社がする債権者保護手続については，会社が公

告ホームページに電子メールアドレス登録欄を設けて，当該ホームページ

を閲覧した債権者が随時アドレスの登録をすることができるようにした場

合には，官報公告及び電子公告をするほか，当該アドレス登録をした債権

者に対し，当該登録に係る電子メールアドレスに宛てた電子メールの送信

による個別催告をすれば足りるものとする。ただし，当該電子メールアド

レス登録欄を設けた後１年以上が経過した場合に限るものとする。 

第４ 有限会社の各種債権者保護手続における個別催告の省略等

  第３と同じ取扱いをするものとする。 

第５ 合名会社・合資会社の合併の際の債権者保護手続における個別催告の省

略等 

（Ａ案） 

  合名会社・合資会社の合併のうち，合併後に無限責任社員がいなくなる

場合の債権者保護手続については個別催告の省略は認めないものとし，そ

れ以外の場合については，株式会社の合併における債権者保護手続と同じ



取扱いをするものとする。 

（Ｂ案） 

  合名会社・合資会社の合併のうち，合併後に無限責任社員がいなくなる

場合の債権者保護手続については，株式会社の会社分割における分割会社

がする債権者保護手続と同じ取扱いをするものとし，それ以外の場合につ

いては，株式会社の合併における債権者保護手続と同じ取扱いをするもの

とする。 

 


